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(1）連結経営指標等 

 （注）１．第40期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第40期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（千円）  －  4,012,487  4,298,805  2,803,350  2,639,559

経常利益（△経常損失）

（千円） 
 －  108,946  △127,698  △224,372  △284,214

当期純損失（千円）  －  408,487  408,190  570,238  351,296

包括利益（千円）  －  －  －  －  △361,517

純資産額（千円）  －  2,055,156  1,465,618  1,162,162  799,445

総資産額（千円）  －  4,996,909  3,009,581  2,340,772  1,766,466

１株当たり純資産額

（円） 
 －  389.11  278.67  176.83  121.65

１株当たり当期純損失

（円） 
 －  76.22  77.61  105.26  53.45

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％）  －  40.9  48.7  49.6  45.3

自己資本利益率（％）  －  －  －  －  －

株価収益率（倍）  －  －  －  －  －

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
 －  △135,813  259,060  △841  68,291

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
 －  △110,803  △17,095  11,732  93,319

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
 －  △121,041  △194,296  △82,209  △298,719

現金及び現金同等物の期

末残高（千円） 
 －  601,214    714,819    621,252    482,892

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]

（人） 

 

 

－

[－]

 

 

169

[26]

 

 

158

[19]

 

 

112

[8]

 

 

120

[8]
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(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第39期については、潜在株式が存在していないため、記

載しておりません。第40期以降については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は、第39期については、関係会社がないため、「持分法を適用した場合の投資利益」については、記載

しておりません。 

４．第40期より連結財務諸表を作成しているため、「持分法を適用した場合の投資利益」、「営業活動によるキ

ャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」、「財務活動によるキャッシュ・フロー」及

び「現金及び現金同等物の期末残高」は記載しておりません。 

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（千円）  3,114,567  1,600,251  656,023  461,625  260,600

経常利益（△経常損失）

（千円） 
 99,135  17,469  199,380  65,995  △8,369

当期純利益（△当期純損

失）（千円） 
 138,230  △461,458  △295,823  △242,123  △95,563

持分法を適用した場合の

投資利益（千円） 
 －  －  －  －  －

資本金（千円） 

(発行済株式総数)（株) 

 

 

1,029,413

(5,461,000)

 

 

1,029,413

(5,461,000)

 

 

1,029,413

(5,461,000)

 

 

1,101,628

(6,774,000)

 

 

1,101,628

(6,774,000)

純資産額（千円）  2,558,852  1,993,060  1,692,390  1,606,188  1,502,059

総資産額（千円）  4,195,346  2,864,854  2,486,518  2,166,173  1,717,489

１株当たり純資産額

（円） 
 468.66  378.92  321.79  244.39  228.57

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当

額)（円） 

 

 

6

(－)

 

 

－

(－)

 

 

－

(－)

 

 

－

(－)

 

 

－

(－)

１株当たり当期純利益

（△１株当たり当期純損

失）（円） 

 25.31  △86.11  △56.25  △44.69  △14.54

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％）  61.0  69.5  68.1  74.1  87.5

自己資本利益率（％）  5.5  －  －  －  －

株価収益率（倍）  31.4  －  －  －  －

配当性向（％）  23.6  －  －  －  －

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
 △305,054  －  －  －  －

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
 59,116  －  －  －  －

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー（千円） 
 △43,148  －  －  －  －

現金及び現金同等物の期

末残高（千円） 
 969,696  －  －  －  －

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]

（人） 

 

 

109

[8]

 

 

12

[1]

 

 

13

[0]

 

 

12

[1]

 

 

15

[0]

- 2 -



２【沿革】

年月 沿革

昭和45年５月 株式会社多摩川電子を横浜市港北区に設立、高周波回路素子の開発・製造・販売を開始。 

昭和52年４月 本社工場を神奈川県高座郡綾瀬町上土棚に移転。 

昭和60年４月 神奈川県綾瀬市上土棚に、新工場（綾瀬工場）を新設し、計測機器製品の生産体制の強化を図

る。 

昭和62年10月 関連会社株式会社武川エレクトロニクスを山梨県北巨摩郡武川村に設立し、化合物半導体組立・

試験事業を開始。 

平成６年10月 本社・工場新社屋を、神奈川県綾瀬市上土棚中3-11-23（現在地）に建設し、移転。 

平成９年４月 子会社株式会社武川エレクトロニクスを吸収合併し、化合物半導体組立・試験事業に進出。 

  山梨事業所を山梨県北巨摩郡武川村に新設。 

平成９年11月 神奈川県藤沢市に藤沢工場を新設。 

平成11年８月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成14年１月 山梨事業所に新工場を建設。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年９月 山梨工場を閉鎖。  

平成19年10月 会社分割により株式会社多摩川ホールディングスに商号変更。  

   株式会社多摩川電子、アプライト・テクノロジーズ社を子会社化。 

平成21年１月 株式会社多摩川電子が子会社として株式会社韓国多摩川電子を設立。 

平成21年５月 子会社アプライト・テクノロジーズ解散。 

平成21年11月 「環境関連事業準備室」を設置。 

平成22年１月 「環境関連事業準備室」を「環境関連エネルギー事業部」に改称し、バイオマスエネルギー供給

事業を開始。 

平成22年２月 第三者割当増資により144百万円の資金調達。  

  100％子会社バイオエナジー・リソーシス株式会社を設立。  

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現 大

阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場。  

平成22年６月 当社グループ100％子会社PT. Indonesia Biomass Resourcesを設立。 

平成22年８月 株式会社韓国多摩川電子清算。  

平成22年９月 当社グループ100％子会社PT. Indonesia Biomass Resourcesによる欧州向けバイオマス燃料の出

荷開始。  

平成22年10月 「太陽光エネルギー事業準備室」を新設。  
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 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社多摩川ホールディングス）、子会社３社により構成さ
れており、無線機器、計測器、情報機器、産業機械の製造・販売を主たる業務としております。 
 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

（1）電子・通信用機器事業……………主要な製品はフィルタ、アンテナ共用器、減衰器、切替器、分配器、移相器、方
向性結合器、アンプ、発振器、プログラマブルアッテネータ、ノイズジェネレ
ータ、ＴＶサテライトオシレータ、Ｃ／Ｎ比試験器、Ｏ／Ｅ、Ｅ／Ｏコンバー
タ等であります。 
製造及び販売は子会社である株式会社多摩川電子がおこなっております。 

（2）バイオマスエネルギー供給事業…主要な商品はバイオマス燃料であります。主にパーム椰子搾油工場から廃棄され
るバイオマス資源である椰子殻であるパームカーネルシェル（ＰＫＳ）を主力
商品としてバイオマス燃料の販売及びバイオマスボイラーの設置・燃料の安定
供給をおこなっております。 

（3）その他事業…………………………企業の合併、提携、営業権の譲渡等の調査、企画およびそれらの斡旋、仲介およ
びコンサルタントを業務としております。 

  
［事業系統図］ 
 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

３【事業の内容】
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 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

３．特定子会社に該当しております。 

４．㈱多摩川電子については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。 

主要な損益情報等     ㈱多摩川電子 

(1）売上高      2,389,723千円 

(2）経常利益    △220,124千円 

(3）当期純利益   △271,660千円 

(4）純資産額      866,023千円 

(5) 総資産額     1,457,945千円  

４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（千円） 
主要な事業の内容

議決権の所有割

合又は被所有割

合（％） 
関係内容

（連結子会社）           

㈱多摩川電子 

（注）３、４  
神奈川県綾瀬市   310,000

電子・通信用機

器事業 
 100

当社電子・通信用機器

を製造している。 

役員の兼任有り。  

資金援助あり。 

バイオエナジー・リソ

ーシス㈱  
神奈川県綾瀬市 

 32,500

バイオマスエネ

ルギー供給事業 

 100 役員の兼任有り。 

資金援助あり。 

PT. Indonesia 

Biomass 

Resources  

インドネシア共和

国・ジャカルタ  25,000

バイオマスエネ

ルギー供給事業 

 

( ) 

100

99 役員の兼任有り。 
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(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人

員を（ ）外数で記載しております。 

   ２．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

  

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

２．平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

５【従業員の状況】

  平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人） 

電子・通信用機器事業 99  (3)

バイオマスエネルギー供給事業 6  (5)

報告セグメント計 105  (8)

その他事業 2  －

全社（共通） 13  －

合計 120  (8)

  平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

  15    37.0  3.6  4,262,486

セグメントの名称 従業員数（人） 

その他事業 2  －

全社（共通） 13  －

合計 15  －
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(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、アジア新興国を中心とした景気回復による企業収益の改善や政府の景気

対策を背景として緩やかな回復基調で推移してまいりましたが、後半は景気対策の一巡に加え、円高による輸出鈍

化、原油・金属等商品相場の上昇といった不安材料が重なり、依然として国内雇用情勢や個人消費マインドに不透

明感が払拭できない状況が続いております。また、急激な円高による輸出の減少と需要不足による低価格競争から

消費者物価の下落傾向が続いており、設備過剰感の高まりによる設備投資の低迷は長期化しております。 

 このような経済状況のもと、当社グループの主要な事業である電子・通信用機器事業につきましては、携帯電話

設備関連の営業活動を軸に、防衛関連市場や公共無線関連市場に対する営業展開を図ってきました。また、新たな

分野を次期事業柱とする取り組みも進めて参りました。しかしながら、当連結会計年度での携帯電話基地局の既存

方式および次世代方式の設備投資の遅延、また、防衛関連設備および公共無線関連設備に対しても、公共投資削減

の影響を受ける厳しい状況となりました。こうした中、上期から「内部体制の見直し」、「原価改善」、「品質向

上」、「無駄の排除」などの改善を推し進め、利益体質に向けた活動を強化して参りました。  

 バイオマスエネルギー供給事業につきましては、平成22年２月24日にパームカーネルシェル（PKS）の販売事業

及び、バイオマスボイラー共同設置事業を行うための国内子会社であるバイオエナジー・リソーシス株式会社を、

また、平成22年６月23日にPKSの現地調達のための海外子会社PT Indonesia Biomass Resources社を立ち上げまし

た。設立間もないことから、収益寄与は限定的なものでありますが、現在はヨーロッパ向けのPKSの大口の出荷を

中心として事業は推進しております。 

 このような施策の結果、当連結会計年度における売上高は、2,639百万円（前年同期比5.9％減）となりました。

受注高は2,666百万円（同1.8％減）となりました。  

 損益面では、売上減少に伴う固定費負担を補うことが出来なかったことや利益率の低下により、営業損失286百

万円（前年同期は営業損失226百万円）、経常損失284百万円（前年同期は経常損失224百万円）となりました。当

期純利益につきましては、減損損失95百万円を計上したことに伴い、当期純損失351百万円（前年同期は当期純損

失570百万円）となりました。  

 セグメント別では、電子・通信用機器事業は、携帯電話基地局の既存方式および次世代方式の設備投資の遅延、

また、防衛関連設備および公共無線関連設備の公共投資削減に伴い、受注高は前期比17.0％減少し、売上高は

2,389百万円（同11.8％減）、セグメント損失は236百万円（前年同期は営業損失291百万円）となりました。 

バイオマスエネルギー供給事業は、設立間もないことから当連結会計年度における収益寄与は限定的なものであ

り、売上高は250百万円、セグメント損失は47百万円となりました。 

次期の業績見通しにつきましては、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災及び福島原発問題の影響によ

り、引続き厳しい経営環境が続くものと予想されますが、当社といたしましては、各事業セグメントにおける収益

拡大と事業構造改革を併せて進めて参ります。 

電子・通信用機器事業につきましては、前連結会計年度に引き続き、市場の価格競争は一段と厳しくなると予測

されますが、移動体通信システムにおいては、3.9世代基地局設備投資や海外の携帯電話設備関連の需要も増加傾

向にあり、次世代PHS高速通信開発、マルチメディア放送、公共無線設備など、社会インフラにおける無線市場

は、回復傾向となることが期待されております。こうした無線市場の需要拡大を追い風として当社の事業領域の拡

大を目指すとともに、引き続き「内部体制の見直し」、「原価改善」、「品質向上」、「無駄の排除」などの改善

を推し進め、収益及び利益拡大に向けた活動を強化して参ります。 

バイオマスエネルギー供給事業につきましては、ヨーロッパ向けのPKSの出荷を中心に事業を進めて参りました

が、ようやく日本向け出荷を平成23年３月より開始いたしました。今後は日本および東アジア諸国でのPKS需要が

伸びることが予想され、我が国では東日本大震災を経て、今後のエネルギー政策は大きく方針変更を余儀なくされ

る状況となり、PKS需要はより高まることが期待されます。その他、東アジア諸国につきましても、韓国において

法整備を急ぐ動きがあるなど、PKS需要は東アジア全般へ広がることが期待されます。こうしたことから、拡大す

る市場へ対応するため、供給体制や販売施策の強化を図るとともに、内部統制や業務品質の管理を徹底し、本事業

の安定的な収益拡大を目指して参ります。 

  

第２【事業の状況】

１【業績等の概要】
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(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純損失、借入金

の返済及び社債の償還により、前連結会計年度末に比べ137百万円減少し当連結会計年度末には482百万円となり

ました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は68百万円（前連結会計年度は０百万円の資金支出）となりました。 

 これは主に売上債権の減少額393百万円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果獲得した資金は93百万円（前連結会計年度は11百万円の資金獲得)となりました。 

 これは主に定期預金の払い戻しによる33百万円の増加、投資有価証券の売却による収入40百万円などによるも

のであります。 

    

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金は298百万円（前連結会計年度は82百万円の資金支出）となりました。 

 これは主に社債の償還による支出217百万円などがあったためであります。 
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(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

    ２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

（注）本表の金額には、消費税等は含んでおりません。 

２【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

前年同期比（％）

電子・通信用機器事業（千円）  2,446,442  93.1

バイオマスエネルギー供給事業（千円）  －  －

報告セグメント計（千円）  2,446,442  93.1

その他事業（千円）  －  －

合計（千円）  2,446,442  93.1

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

電子・通信用機器事業（千円）  2,252,638  83.0  296,213  68.5

バイオマスエネルギー供給事業 

（千円） 
 414,186  －  164,146  －

報告セグメント計（千円）  2,666,824  98.2  460,359  106.5

その他事業（千円）  －  －  －  －

合計（千円）  2,666,824  98.2  460,359  106.5

セグメントの名称 

当連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

前年同期比（％） 

電子・通信用機器事業（千円）  2,389,519  88.2

バイオマスエネルギー供給事業（千円）  250,040  －

報告セグメント計（千円）  2,639,559  94.1

その他事業（千円）  －  －

合計（千円）  2,639,559  94.1

  前連結会計年度 当連結会計年度 

相手先 金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

富士通㈱  617,141  22.0  336,438  12.7

パナソニックモバイルコミュニケー

ションズ㈱ 
 369,764  13.2  272,348  10.3
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(1）当社グループの対処すべき課題 

 当社グループといたしましては、①主力事業である電子・通信用機器事業の収益改善（事業領域拡大及び内部構造

改革）、②バイオマスエネルギー供給事業の安定的な収益拡大、③新規事業の確立（太陽光エネルギー事業）、そ

して、④安定した運転資金の確保、が対処すべき課題となります。 

  

(2）当社グループの事業別の対処すべき課題 

① 電子・通信用機器事業 

 電子・通信用機器事業につきましては、市場の価格競争は一段と厳しくなるものと予想されますが、移動体通信

システムにおいては、3.9世代基地局設備投資や海外の携帯電話設備関連の需要も増加傾向にあり、次世代PHS高速

通信開発、マルチメディア放送、公共無線設備など、社会インフラにおける無線市場は、回復傾向となることが期

待されております。 

 しかしながら、東日本大震災及び福島原発問題の影響もあり、経済環境の不透明さは引続き厳しいものとなるこ

とが予想され、より一層の事業構造改革が必要と考えております。 

こうしたことから、本事業につきましては無線市場の需要拡大を追い風として当社の事業領域の拡大を目指すと

ともに、引続き「内部体制の見直し」、「原価改善」、「品質向上」、「無駄の排除」等の改善を推し進め、収益

及び利益拡大に向けた活動を強化して参ります。 

  

② バイオマスエネルギー供給事業 

 バイオマスエネルギー供給事業につきましては、平成22年２月事業開始からヨーロッパ向けを中心にパームカー

ネルシェル（PKS）の出荷を進めて参りましたが、日本向けの出荷を平成23年３月より開始いたしました。今後は

日本および東アジア諸国でのPKS需要が伸びると予想されますが、こうした需要の拡大に対応し、安定的に事業規

模や収益拡大を進めるためには、供給体制の強化を図るとともに販売施策の強化や内部統制及び業務品質の管理を

徹底する必要があると考えております。 

こうしたことから、本事業につきましては、PKSの仕入資金の拡充、マーケティング及び現地監督者等の必要な

人材の確保、そしてコスト管理や業務改善等の業務品質向上を図り、安定的な収益拡大を目指して参ります。 

  

３【対処すべき課題】
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  当社の経営成績、株価及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。 

  

  なお文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成23年６月29日）現在における当社グループ

が判断したものであります。  

  

（1）経済状況 

 当社グループの営業収入のうち、重要な部分を占める電子・通信用機器事業の製品需要は、国内外の経済状況

の変化による通信設備投資需要の影響を受ける可能性があります。 

 又、海外企業の国内市場への参入や、国内企業の海外生産へのシフトによる低価格での製品提供により、価格

競争が熾烈化し、当社の市場競争力が低下し、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（2）価格競争 

 携帯電話設備をはじめ、当社グループの得意とする高周波無線技術を必要とする市場において、国内だけでな

く海外企業の参入など、当業界における競争は激化しております。 

 当社グループは、技術力に裏付けされた高品質かつ高付加価値製品を提供する一方で、徹底したコスト削減に

より、市場でのシェアを確保してまいりますが、将来においても優位性を保ち、競争できるという保証はありま

せん。価格面での競争に有効に対抗できないことによる顧客離れの可能性は皆無でなく、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

（3）特定の売上先への依存 

 当社グループである株式会社多摩川電子の売上高の約60％は、大手電機・通信機メーカーに依存しておりま

す。このため当社グループの業績は、主要顧客の受注状況・生産計画及び発注方針等により影響を受ける可能性

があります。 

（4）人材の確保及び育成 

 当社グループである株式会社多摩川電子の将来の成長は、有能なエンジニアに依存するところが大きく、技術

力の高いエンジニアの確保及び育成は当社の重要な課題であります。 

 特に、基幹技術であります高周波領域に係るアナログ無線技術者の育成には、長期間の年月を必要とするた

め、その育成にかかるコスト及び常に高水準の技術を維持し、あるいは最新の技術情報を得るための費用は、人

件費を押し上げる要因にもなり、これらのコストの増加が、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（5）出荷後の製品の欠陥 

 当社グループである株式会社多摩川電子は、厳格な品質管理のもとに各種の製品の開発・製造を行っておりま

す。しかしながら、精密な製品のため戸外での気象条件や設置状況など使用されている環境により、その性能に

影響がでる可能性があります。 

 当社グループである株式会社多摩川電子の製品は、携帯電話設備、防衛関連設備、防災無線設備、放送関連設

備等公共性の高い設備に使用されており、万一製品の欠陥が発生した場合は、回収等による費用が発生するおそ

れがあり、これによりコストがかかること及び他の製品の開発・製造工程に影響を与えるなど、業績に影響が及

ぶ可能性があります。 

 （6）新規事業投資に伴うリスク 

  当社はかねてより環境関連事業分野への進出を調査・検討し、本格的に事業として開始いたしましたが、当初

の計画どおり事業展開が進まなかった場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（7）海外投資に伴うリスク 

当社グループは、Ｍ＆Ａにより今後も海外子会社等を取得・売却する可能性があります。また、取得した海外

子会社に関連する取引については、次のとおり業績に影響を及ぼす可能性があります。 

a．カントリーリスク 

当社グループは、東南アジアを中心とした地域で事業展開を図っております。これらの地域における市場動

向、競合会社の存在、政治、経済、法律、文化、宗教、慣習、テロ等の様々な要因により、今後の事業戦略や当

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

４【事業等のリスク】
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b．法的規制リスク 

海外取引の拡大により、税率、関税など監督当局による法令の解釈、規制などが強化、あるいは予期せぬ変更

が生じた場合、新たな費用が発生する可能性があります。このような事態が生じた場合、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

c．為替変動リスク 

海外事業に関し、為替相場の急激な変動により為替差損が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

d．大規模災害等のリスク 

当社グループは、東南アジアを中心とした地域で事業展開を図っておりますが、これらの地域における大規模

な地震や台風、洪水等の自然災害及び、伝染病、新型インフルエンザ等の感染症が発生した場合には、当社グル

ープの業績及び財務状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

e．瑕疵担保責任リスク  

海外取引における品質管理は万全を期しておりますが、瑕疵担保責任等により巨額の損害賠償が発生した場合

には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

f．係争・訴訟に関するリスク 

  国内外の事業等に関連しての係争、訴訟、紛争、その他法的手続き係る判決、和解、決定等により、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（8）Ｍ＆Ａにおけるリスク 

 当社グループにおいては、グループ全体の事業拡大やグループ事業構成の最適化を図り、シナジーを生み出す

可能性が高い案件については、Ｍ＆Ａ・事業提携を検討して進めております。実施に際しては十分な調査等を行

いますが、しかしながら、その後の事業環境や市場動向に大幅な変動や不測の事態により、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 該当事項はありません。  

多摩川電子は情報通信社会の発展に貢献していくため、高周波無線通信技術を中心とした、要素技術の研究開発を進

めております。  

 現在の研究開発は、今後予測される市場ニーズやマーケット情報に基づいて、モバイル、防災、防衛、交通、放送

の各分野別に設計部門がおこなっております。また、近年の価格低下、グローバル競争に負けないため要素技術の改

良、進化なども積極的に行い毎月開催される総合会議において、その進捗状況など開発成果を確認して、新しい受注

に結びつけるよう活動しております。 

研究開発スタッフは30名で、日常業務をおこなう傍ら開発業務をおこなっております。  

 研究開発の成果としては、3.9世代携帯電話設備向けデバイス、マイクロ波帯・ミリ波帯対応デバイス、高電力対

応デバイス、防災向け共用装置、高周波数帯小型シンセサイザー、小型・高帯域光コンバータ、及びハードウェア、

ソフトウェアなどのアクティブ技術を複合化させたモジュールや特機製品です。 

   なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は、78百万円となっております。 

  

５【経営上の重要な契約等】

６【研究開発活動】
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(1）財政状態の分析  

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、1,529百万円（前年同期比20.2％減）となりました。主な内訳

は、現金及び預金が493百万円、売上債権が663百万円、棚卸資産が328百万円となっております。このうち売上債

権は、おもに大手通信機器メーカーに対するものであり、不良債権率は0.02％以下となっております。  

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、235百万円（同44.3％減）となりました。主な内訳は、土地、建

物等の有形固定資産が205百万円、投資その他の資産が30百万円となっております。 

（流動負債） 

 当連結会計年度末の流動負債の残高は、883百万円（前年同期比13.9％減）となりました。主な内訳は、仕入債

務が429百万円、１年以内返済予定の長期借入金を含む借入金が202百万円、などとなっております。 

（固定負債） 

 当連結会計年度末における固定負債の残高は、83百万円（前年同期比45.4％減）となりました。主な内訳は、退

職給付引当金が82百万円などとなっております。 

（純資産） 

 当連結会計年度末における純資産の残高は、799百万円（前年同期比31.2％減）となりました。主な内訳は、資

本金1,101百万円、資本剰余金1,096百万円、利益剰余金△1,335百万円などとなっております。 

  

(2）当連結会計年度の経営成績の分析  

 当連結会計年度の受注高は2,666百万円、売上高は2,639百万円となりました。 

 損益面では、減価償却の増加によるコスト増や、売上高減少に伴う固定費負担を補うことが出来なかったため、

営業損失286百万円、経常損失284百万円となりました。当期純利益につきましては、減損損失95百万円を計上した

ことに伴い、当期純損失351百万円となりました。 

  

（電子・通信用機器事業部門） 

 当連結会計年度は携帯電話基地局の既存方式および次世代方式の設備投資の遅延、また、防衛関連設備および公

共無線関連設備の公共投資削減に伴い、受注高は前期比17.0％減少し、売上高は2,389百万円（同11.8％減）、セ

グメント損失は236百万円（前年同期は営業損失291百万円）となりました。 

  

（バイオマスエネルギー供給事業） 

当連結会計年度における収益寄与は設立間もないことから限定的なものであり、売上高は250百万円、セグメン

ト損失は47百万円となりました。 

  

(3) 経営戦略の現状と見通し 

 当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえまして、当社の事業規模の拡大及び収益体制の強化を図

り、強固な経営基盤を築くために、当社グループが得意とする高周波無線技術を基幹とする事業において、更なる

技術者の確保・養成及び新製品の開発に注力するとともに、関連企業との技術協力、業務提携等を視野に入れた経

営戦略の実現を図ってまいります。 

  

(4) 経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するように努め

ておりますが、情報通信業界は国内外の景気に大きく影響されやすく、昨今の米国等の経済状況をみますと、当社

グループを取り巻く事業環境は決して明るいものではありません。 

 当社グループといたしましては、既存の高周波無線技術にかかわる事業において、新製品の開発及び営業力の強

化を図ること、また海外子会社につきましては内部統制の確立・浸透を通じて強固な事業基盤を確立することを方

針として取り組んでおります。 

  

（注）キャッシュフローの状況につきましては、１「業績等の概要」に記載しております。  

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 当連結会計年度においては、重要な設備の特段の新設および除却並びに売却はありません。 

(1）提出会社  

(2）国内子会社 

（注）１．金額には消費税等を含んでおりません。 

   ２．従業員数の（ ）は外書で、臨時雇用者の平均人数を示しております。 

(3）在外子会社 

（注）１．金額には消費税等を含んでおりません。 

   ２．従業員数の（ ）は外書で、臨時雇用者の平均人数を示しております。  

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設はありません。高価な計測機器等につきましては、受注と生産計

画を勘案し、短期的な使用分については、レンタルにより対処するなど、きめ細かな管理を行っております。 

(1）重要な設備の新設  

 該当事項はありません。 

(2）重要な設備の改修・除却計画 

 該当事項はありません。 

第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

２【主要な設備の状況】

                平成23年３月31日現在

事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業
員数 
(人) 

機械及び装
置 

（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

建物付属
設備 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

合計 
（千円） 

本社 

(神奈川県綾瀬市) 

電子・通信用機器事業 

その他事業  
統括業務施設他 － － 0

 868

(155)
868

 
－

13

東京事務所 

(東京都中央区) 
その他事業 事務関係施設 － 0 － － 0

 
－

2

              平成23年３月31日現在

会社名 事業所名 
（所在地） 

セグメントの名
称 設備の内容

帳簿価額
従業
員数 

（人） 
建物及び
構築物 
（千円）

機械及び
装置 

（千円）

工具器具
及び備品
（千円）

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

合計 
（千円）

㈱多摩川電子 

本社工場 

(神奈川県綾瀬

市) 

電子・通信用機

器事業 

機器設計・製造

設備他 
98,691  460 4,629

 

 

125,850

(1,421)
229,631

 99

(3)

              平成23年３月31日現在

会社名 事業所名 
（所在地） 

セグメントの名
称 設備の内容

帳簿価額
従業
員数 

（人） 
建物及び
構築物 
（千円）

機械及び
装置 

（千円）

工具器具
及び備品
（千円）

車両 
運搬具 
（千円） 

合計 
（千円）

PT. Indonesia 

Biomass Resources 

インドネシア

共和国 

ジャカルタ 

バイオマスエネ

ルギー供給事業 
事務関係施設 － － 468  311 780

 6

(5)

３【設備の新設、除却等の計画】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

      該当事項はありません。 

  

      該当事項はありません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  27,090,000

計  27,090,000

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成23年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年６月29日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  6,774,000  6,774,000

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）  

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は1,000株であり

ます。 

計  6,774,000  6,774,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】
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 （注）１．当社は、平成20年６月10日開催の取締役会におきまして、会社法第459条第１項第２号および第３号の規定に

基づく定款の定めにより、資本準備金の額の減少を決議し、利益剰余金に振替える処理をおこなっておりま

す。 

       ２．有償第三者割当 

発行価格   110円 

資本組入額  55円 

割当先  個人５名 

  

 （注）自己株式202,468株は、「個人その他」に202単元及び「単元未満株式の状況」に468株を含めて記載しておりま

す。 

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成20年６月10日

（注）１ 
 －  5,461,000  －  1,029,413  △172,217  1,023,804

平成22年２月16日

（注）２ 
 1,313,000  6,774,000  72,215  1,101,628  72,215  1,096,019

（６）【所有者別状況】

  平成23年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 金融機関 金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） －  3 6 13 9 －  615  646 － 

所有株式数

（単元） 
－  64 15 30 2,903 －  3,760  6,772 2,000

所有株式数の

割合（％） 
－  0.95 0.22 0.44 42.87 －  55.52  100 － 
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（注）１．イーエフジーバンクアーゲーホンコンアカウントクライアントは、前事業年度末現在の株主名簿ではイーエ

フジーバンクアーゲーホンコンと記載されております。 

   ２．前事業年度末において主要株主でなかったイーエフジーバンクアーゲーホンコンアカウントクライアント

は、当事業年度末現在では主要株主となっております。 

  

（７）【大株主の状況】

  平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式

数 
（千株） 

発行済株
式総数に
対する所
有株式数
の割合
（％） 

シービーエスジーバンクジュリアスベ

アシンガポールブランチ 

(常任代理人 シティバンク銀行株式会

社) 

Bahnhofstrasse 36, P.O.Box CH-8010 Zurich 

Switzerland (東京都品川区東品川2-3-14) 
 1,437  21.21

イーエフジーバンクアーゲーホンコン 

アカウントクライアント 

(常任代理人 株式会社三菱東京UFJ銀

行） 

18th Floor International Commerce Centre 

1 Austin Road West Kowloon, Hong Kong 

（東京都千代田区丸の内2-7-1） 

 817  12.06

ビーエヌピーパリバウェルスマネージ

メントシンガポールブランチ 

(常任代理人 ビー・エヌ・ピー・パリ

バ・セキュリティーズ（ジャパン）リ

ミテッド） 

20 Collyer Quay #18-01 Tung Centre Singapore 

049319 

（東京都千代田区丸の内1-9-1 グラントウキョウノー

スタワー） 

 434  6.40

西谷 英成 東京都世田谷区  320  4.72

桝澤 徹 東京都目黒区  318  4.69

奥山 英明 北海道札幌市北区  272  4.01

山本 千秋 東京都世田谷区  222  3.27

株式会社多摩川ホールディングス 神奈川県綾瀬市上土棚中3-11-23  202  2.98

吉川 伊能 福島県福島市  181  2.67

高木 勝義 東京都大田区  167  2.46

計 －  4,370  64.51
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 

 該当事項はありません。 

（８）【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     202,000 － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式    6,570,000  6,570

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株であ

ります。 

単元未満株式 普通株式        2,000 － － 

発行済株式総数         6,774,000 － － 

総株主の議決権 －  6,570 － 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社多摩川ホー

ルディングス  

神奈川県綾瀬市上土棚中 

3-11-23 
 202,000  －  202,000  2.98

計 －  202,000  －  202,000  2.98

（９）【ストックオプション制度の内容】

- 18 -



  

  
（１）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

  

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】  

（注）当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

  

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式  820  132,840

当期間における取得自己株式  － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

   （－） 
－ － － － 

保有自己株式数  202,468 －  202,468 － 
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 利益配分につきましては、長期的な視野に立ち、会社の業績及び企業体質の強化を勘案し、安定的且つ継続的な配

当を実施していくことを基本としております。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。配当の決定機関は、

中間配当、期末配当ともに取締役会であります。 

 しかしながら、当期につきましては、特別損失等の計上により十分な分配可能額を確保するのが困難となる見込み

から、平成23年５月24日の取締役会において、誠に遺憾ながら無配とさせていただくことを決議いたしております。

次期配当につきましても、現時点の財政状態及び来期の経営成績の見込みから、未定となっておりますが、安定的且

つ継続的な配当を実施すべく最大限の復配努力を行う予定です。   

 当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」

旨を定款に定めております。   

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであり、平成22年10月12

日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。それ以前はジャスダック証券

取引所におけるものであります。 

  

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであ

り、それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。 

３【配当政策】

４【株価の推移】

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円）  1,166  795  215  275  210

最低（円）  630  151  88  86  112

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円）  180  168  162  158  150  142

最低（円）  155  157  151  150  138  112
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

代表取締役

社長 
－ 小林 亨 昭和39年６月10日生

昭和63年４月 日本フィリップス株式会社入社 

平成５年１月 日本モレックス株式会社入社 

平成10年８月 ボッシュオートモーティブシステ

ム株式会社（現：ボッシュ株式会

社）入社 

平成21年12月 株式会社多摩川ホールディングス

入社 環境関連事業準備室室長就

任 
平成22年２月 バイオエナジー・リソーシス株式

会社代表取締役就任（現任） 
平成22年６月 PT Indonesia Biomass Resources 

Director就任（現任） 
平成23年６月 株式会社多摩川電子代表取締役社

長就任（現任） 
平成23年６月 当社代表取締役社長就任（現任） 

（注）3  －

取締役 － 日下 成人 昭和37年１月15日生

平成元年４月 株式会社クサカ入社 

平成11年７月 同社代表取締役社長（現任） 

平成21年６月 当社取締役就任（現任）  

（注）3  －

取締役 － 福永 節也 昭和30年３月18日生

昭和56年４月 株式会社ジャパンゴールド入社 

平成８年４月 同社 本部長就任 

平成10年４月 同社 取締役就任 

平成18年10月 同社 代表取締役就任（現任）  

平成23年６月 当社取締役就任（現任）   

（注）3  16

常勤監査役 － 平山 和明 昭和26年１月22日生

昭和45年７月 富士通株式会社入社 

昭和59年５月 株式会社富士通山梨エレクトロニ

クス出向 

平成元年４月 同社品質管理課長 

平成11年７月 株式会社多摩川電子（現 多摩川ホ

ールディングス）第一製造部長 

平成14年４月 当社製造本部 第三製造部長 

平成14年９月 当社入社 品質保証部長 

平成15年８月 当社営業部長 

平成17年４月  当社資材部長 

平成18年11月  当社品質保証部長兼資材部長 

平成19年10月  株式会社多摩川電子システム機器

部長 

平成20年４月  当社内部監査室長代理 

平成20年６月 

  

  
平成21年２月 

当社常勤監査役（現任） 

株式会社多摩川電子監査役（現

任） 

株式会社韓国多摩川電子監査役 

平成22年２月 

  

バイオエナジー・リソーシス株式

会社監査役（現任） 

（注）4  －

監査役 － 北田 幸三 昭和24年２月２日生

昭和54年３月 司法修習所終了 

昭和54年４月 弁護士登録（横浜弁護士会） 

昭和59年４月 北田法律事務所（現 北田・島崎法

律事務所）設立 代表（現任） 

平成17年６月 当社監査役（現任） 

（注）5  －
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（注）１．取締役 日下成人および福永節也は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 北田幸三および長濱 隆は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

４．平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

６．平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 

監査役 － 長濱 隆 昭和22年６月14日生

昭和59年５月 和光証券株式会社（現：みずほ証

券株式会社）入社 

平成10年９月 株式会社クエスト 入社 

平成11年３月 同社 監査役就任 

平成13年６月 同社 常務取締役兼経営管理部長

兼経理部長就任 

平成14年６月  同社 管理部門担当常務取締役 

就任 
平成16年６月  株式会社データ・処理センター 

取締役就任 
平成16年９月  株式会社オプティス 監査役就任 

平成20年１月  株式会社クエスト 法務・渉外・

IR担当常務取締役就任 

平成20年６月  同社 顧問（現任） 

平成23年６月  当社監査役（現任） 

（注）6  －

        計   16
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① 企業統治体制の概要  

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は、企業価値の向上のためには、意思決定の迅速化による機動性の向上を図ると共に、経営の健全性の向

上及び経営監督機能の強化と法令遵守（コンプライアンス）が重要であると認識しております。 

 この考えの基に、取締役の選任、報酬の決定、経営監視などに関し、公正透明な運営を図るための体制で臨ん

でおります。 

 会社の機関の基本説明 

  イ．取締役会 

  取締役会は、社内取締役１名及び社外取締役２名で構成され（平成23年６月29日現在）、毎月１回の定

例取締役会の他、必要な場合は随時取締役会を招集し、経営環境の変化に迅速に対応した意思決定を行っ

ております。 

 なお、監査役会との情報を密にするため、取締役会には監査役が出席できる体制としております。  

      ロ．監査役会 

         当社は監査役制度を採用しております。社内監査役１名及び社外監査役２名による監査役会を毎月１回

開催し、経営上の問題や、会社の業務運営などに問題あるときは、監査役会として提言を行い、会社運営

の監督を行っております。又、監査役として重要な書類の閲覧、規定の遵守状況等の監査により、法令遵

守などの監視を行っております。 

 ハ．部長会議 

  取締役、部門長による会議を月１回開催し、年度計画に基づいた事業活動の進捗、計画達成のための営

業、開発・製造などの戦略戦術を討議・検討を行っております。 

 会社の機関、内部統制の関係を図表で示すと次のとおりであります。  

  

 
  

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】
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    ② 企業統治の体制を採用する理由 

 当社はコーポレート・ガバナンスに関して、迅速で正確な情報把握と意思決定を最大目標としておりま

す。そのためには、少人数な精鋭による管理形態が必要と考え、取締役の人数も必要以上に肥大化しないよ

う努めると同時に、取締役間の意志疎通に重点を置いております。少人数での経営をカバーするものとして

可能な限り当社経営状態のディスクローズに努め、社外等各方面からの多様な意見の吸収をはかってまいり

ます。 

  

  ③ 内部統制システムの整備状況 

   当社グループにおける会社法に基づく内部統制システムの整備状況は、社内業務の全般にわたる業務フローチ

ャート及び業務記述書ならびに、リスクコントロールマトリクスに基づいて整備状況の評価、運用状況の評価、

監査を通して継続的改善が行われております。 

 また、以下の各体制作りに関しましては諸規程が整備されており、これに基づいて業務がおこなわれておりま

す。 

イ．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

ロ．取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制 

ハ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

ニ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

ホ．使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

へ．企業グループにおける業務の適正を確保するための体制 

ト．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

チ．前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

リ．取締役および使用人が監査役会または監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

ヌ．その他監査役会または監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制  

 また、日常の業務につきましては、権限と責任が明確に定められており、これに基づき各職位が業務をしてお

ります。諸規程等会社のルールの遵守状況につきましては、日常的には内部監査部門がモニタリングを行ってお

り、問題が発生するおそれが予見される場合は、担当の役員を経由して、代表取締役に報告され、直接担当の部

門長に改善の指示をするとともに、他の部門長に対しても警告の指示を行っております。 

  

④ リスク管理体制の整備状況 

  当社のリスク管理体制は、取締役会を頂点とし、リスクを基本的なリスク（市場に関連するリスク、品質に関

連するリスク）とこれに付随するリスク（製造上のリスク、機密漏洩リスク、法務関連リスク、事務関連リスク

など）に分けて、リスク管理を担当する各部門が、適切に管理しております。これらのリスクに関する報告は、

担当の部門長からリスク管理担当役員を経由して代表取締役社長に報告され、必要な場合は、緊急に取締役会を

招集するなど、適切に管理されております。 

⑤ 内部監査及び監査役監査の状況 

    イ．監査役監査 

   監査役会は毎月１回開催し、経営上の問題や、会社の業務運営などに問題あるときは、監査役会として提言

を行い、会社運営の監督を行っております。又、監査役として重要な書類の閲覧、規定の遵守状況等の監査に

より、法令遵守などの監視を行っております。 

 会計監査人による監査報告会において、会計監査人より監査報告を受け、会計処理その他業務運営に関し問

題がある場合は、取締役に提言し、是正勧告を行っております。 

 又、会社が実施する内部監査につきましては、「内部監査室」と連携し、内部監査室が実施する内部監査に

同席し、内部監査情報を把握し、監査役として指摘すべき事項等に関しては、監査役会として提言を行ってお

ります。 

     ロ．内部監査 

   内部監査室（２名）を社長の直属の組織とし、監査室長を責任者として、年間の監査計画を基に、年２回

（９月及び３月）に部門の業務執行の適正性、法令及び会社の諸規則の遵守など、内部統制及び業務上のリス

ク管理体制の確認を行い、必要に応じて改善の勧告を行っております。改善勧告に基づいて、各業務執行部門

から報告される改善計画書による改善実施状況のフォローを行っております。 

 なお、内部監査にあたっては、重点監査項目については、監査役と協議して決定しております。  
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 ⑥  会計監査の状況 

  当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、毛利 優氏及び関本 享氏の２名で、ＫＤＡ監査法人に所属し

ており、会計監査を実施しております。 

 又、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、その他５名で構成されております。 

⑦ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社は社外取締役２名及び社外監査役２名となっておりますが、当社と社外取締役及び社外監査役との人的関

係、資本関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

 日下成人氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は株式会社クサカの経営に長年にわたって携わり、企業経

営に対する卓越した経験と見識を備えておられる為、当社における社外取締役としての職務を適切に遂行できる

と判断いたしました。また、株式会社クサカの代表取締役社長を兼務しておりますが、当社は同社との間に取引

関係がないため、特別の利害関係はありません。 

 福永節也氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏は株式会社ジャパンゴールドの経営に長年にわたって携わ

り、企業経営に対する卓越した経験と見識を備えておられる為、当社における社外取締役としての職務を適切に

遂行できると判断いたしました。また、株式会社ジャパンゴールドの代表取締役社長を兼務しておりますが、当

社は同社との間に取引関係がないため、特別の利害関係はありません。 

 監査役北田幸三氏は弁護士としての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正

性を確保するための発言を行っております。また、監査役会において、当社の経理システムならびに内部監査に

ついて適宜、必要な発言を行っております。なお、同氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。 

 監査役長濱 隆氏は、株式会社クエストの監査役、取締役、そして顧問として長年にわたって携わり、企業経

営に対する卓越した経験と見識を備えておられるため、会社経営を統括する十分な見識を有しておられることか

ら、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。また、株式会社クエストの顧問

を兼務しておりますが、当社は同社との間に取引関係がないため、特別の利害関係はありません。 

 社外取締役は独立した立場から取締役会に出席するほか、豊富な経験と見識から多角的な視点で経営を監督し

ております。社外監査役は月例監査役会を開催するなど常勤監査役を通じた情報伝達の仕組みができておりま

す。 

  

⑧ 役員報酬 

 イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

（注）１．上記には、平成22年４月28日をもって辞任した取締役１名を含んでおります。また、平成22年６月

29日開催の第42回定時株主総会終結の時をもって任期満了で退任した取締役１名及び辞任した社外

監査役１名を含んでおります。 

２．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

３．取締役の報酬限度額は、平成９年６月27日開催の第29回定時株主総会において、年額150,000千円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。 

４．監査役の報酬限度額は、平成９年６月27日開催の第29回定時株主総会において、年額30,000千円以

内と決議いただいております。 

  ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

    連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

 ハ．役員の報酬等の額の決定に関する方針 

  役員の報酬については、株主総会の決議により取締役及び監査役それぞれの報酬等の限度額を決定してお

ります。各取締役の報酬額は、取締役会において、各監査役の報酬額は監査役会においてそれぞれ決定して

おります。 

役員区分
報酬等の総額
（千円） 

報酬等の種類別の総額
（千円） 対象となる役員

の員数 
（人） 

基本報酬

取締役 

（社外取締役を除く。） 
 33,450  33,450  4

監査役 

（社外監査役を除く。） 
 10,545  10,545  1

社外役員  9,150  9,150  4

- 25 -



  

⑨ 剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を

取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。  

  

⑩ 責任限定契約の内容 

当社と会計監査人ＫＤＡ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約の内容は、会計監査人がその職務を行うにあたり悪意でかつ重

大な過失があった場合を除き、同法425条第１項に定める最低責任限度額をもって、その損害賠償責任の限度と

しております。 

⑪ 取締役の定数 

当社の取締役は８名以内とする旨定款で定めております。 

  

⑫ 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。 

⑬ 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役選任決議については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めておりま

す。 

⑭ 取締役及び監査役の責任免除 

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって同法第423条第１項の取締役（取締役で

あった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を法令の限度において免除することができ

る旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分発揮できる

ようにすることを目的とするものであります。 

⑮ 株式の保有状況 

 当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である㈱多摩川ホールディングスについては以下のとおりです。 

  

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

    ３銘柄    23,146千円 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的 

 ※１ 取引関係をより一層強固にする目的で保有するものであります。  

 ※２ 当社メインバンクとしての長年の付き合いを一層強固にするために保有するものであります。 

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 
保有目的

㈱東芝    25,742  10,477 ※１ 

日本無線㈱  44,164  9,981 ※１ 

㈱三菱UFJフィナンシャル・

グループ  
 7,000  2,688 ※２ 
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ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額  

      

ニ．保有目的を変更した投資株式 

   該当事項はありません。 

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

②【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。  

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

 該当事項はありません。  

  

④【監査報酬の決定方針】 

 当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、特に定めておりませんが、監査リスク、監

査日数等を勘案して決定しております。  

  

  

前事業年度 
（千円） 

当事業年度（千円） 

貸借対照表計 
上額の合計額 

貸借対照表計
上額の合計額 

受取配当金
の合計額 

売却損益 
の合計額 

評価損益
の合計額 

非上場株式 － － － － － 

上記以外の株式  30,760 － －  5,339 － 

（２）【監査報酬の内容等】

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（千円） 

非監査業務に基づく報
酬（千円） 

監査証明業務に基づく
報酬（千円） 

非監査業務に基づく報
酬（千円） 

提出会社  23,000  －  23,000  －

連結子会社  －  －  －  －

計  23,000  －  23,000  －
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１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第42期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

第43期事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３

月31日まで）及び当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年

度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日ま

で）の財務諸表について、ＫＤＡ監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みとして、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、会計基準等の内容を適切に把握できるよう適宜必要な情報を入手しております。  

第５【経理の状況】
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 664,788 493,308

受取手形及び売掛金 914,994 663,135

商品及び製品 81,783 ※1  190,179

仕掛品 106,003 55,117

原材料及び貯蔵品 87,275 83,086

その他 63,142 44,859

流動資産合計 1,917,987 1,529,685

固定資産   

有形固定資産   

建物 477,955 428,960

減価償却累計額 △345,555 △335,396

建物（純額） ※1  132,399 ※1  93,564

構築物 2,847 2,750

減価償却累計額 △2,739 △2,750

構築物（純額） 107 0

機械及び装置 33,094 33,043

減価償却累計額 △32,077 △32,271

機械及び装置（純額） 1,017 772

工具、器具及び備品 654,859 596,862

減価償却累計額 △618,991 △591,764

工具、器具及び備品（純額） 35,868 5,097

土地 ※1  125,694 ※1  105,584

有形固定資産合計 295,087 205,019

無形固定資産   

ソフトウエア 24,771 0

その他 13,777 0

無形固定資産合計 38,548 0

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  69,392 ※1  23,146

長期貸付金 161,770 －

その他 29,582 21,067

貸倒引当金 △171,595 △13,835

投資その他の資産合計 89,149 30,378

固定資産合計 422,785 235,398

繰延資産   

開業費 － 1,383

繰延資産合計 － 1,383

資産合計 2,340,772 1,766,466
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 442,818 429,802

短期借入金 200,000 ※1  185,950

1年内返済予定の長期借入金 ※1  66,480 ※1  16,900

1年内償還予定の社債 166,200 －

未払金 39,252 30,921

前受金 － 150,009

未払法人税等 10,894 7,482

賞与引当金 18,670 5,886

関係会社整理損失引当金 22,393 －

訴訟損失引当金 4,200 －

その他 54,753 57,008

流動負債合計 1,025,663 883,961

固定負債   

社債 49,900 －

長期借入金 ※1  17,180 －

退職給付引当金 79,844 82,880

繰延税金負債 6,022 179

固定負債合計 152,946 83,059

負債合計 1,178,610 967,021

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,101,628 1,101,628

資本剰余金 1,096,019 1,096,019

利益剰余金 △982,709 △1,335,072

自己株式 △59,987 △60,120

株主資本合計 1,154,949 802,453

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,476 △1,955

為替換算調整勘定 736 △1,052

その他の包括利益累計額合計 7,213 △3,008

純資産合計 1,162,162 799,445

負債純資産合計 2,340,772 1,766,466

- 30 -



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 2,803,350 2,639,559

売上原価 ※1  2,411,705 ※1  2,313,814

売上総利益 391,644 325,745

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  618,642 ※2, ※3  612,015

営業損失（△） △226,997 △286,270

営業外収益   

受取利息 2,944 126

受取配当金 465 489

その他 12,888 17,042

営業外収益合計 16,298 17,657

営業外費用   

支払利息 9,619 6,453

営業債権売却損 － 3,035

為替差損 1,164 3,910

社債発行費 2,529 －

その他 360 2,201

営業外費用合計 13,674 15,601

経常損失（△） △224,372 △284,214

特別利益   

固定資産売却益 － ※4  1,977

投資有価証券売却益 － 7,050

賞与引当金戻入額 － 9,859

関係会社整理損失引当金戻入額 － 18,948

その他 40 7,336

特別利益合計 40 45,173

特別損失   

固定資産除売却損 ※5  55 －

減損損失 ※6  135,638 ※6  95,720

投資有価証券評価損 199,999 －

投資有価証券売却損 － 669

貸倒引当金繰入額 6,587 －

訴訟損失引当金繰入額 4,200 －

その他 － 13,075

特別損失合計 346,481 109,465

税金等調整前当期純損失（△） △570,814 △348,506

法人税、住民税及び事業税 4,219 2,790

法人税等還付税額 △4,795 －

法人税等合計 △575 2,790

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △351,296

少数株主利益 － －

当期純損失（△） △570,238 △351,296
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【連結包括利益計算書】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △351,296

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △8,432

為替換算調整勘定 － △1,788

その他の包括利益合計 － ※2  △10,221

包括利益 － ※1  △361,517

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △361,517

少数株主に係る包括利益 － －

- 32 -



③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,029,413 1,101,628

当期変動額   

新株の発行 72,215 －

当期変動額合計 72,215 －

当期末残高 1,101,628 1,101,628

資本剰余金   

前期末残高 1,023,804 1,096,019

当期変動額   

新株の発行 72,215 －

当期変動額合計 72,215 －

当期末残高 1,096,019 1,096,019

利益剰余金   

前期末残高 △619,481 △982,709

当期変動額   

連結子会社の除外による利益剰余金の増減 207,011 △1,066

当期純損失（△） △570,238 △351,296

当期変動額合計 △363,227 △352,363

当期末残高 △982,709 △1,335,072

自己株式   

前期末残高 △59,987 △59,987

当期変動額   

自己株式の取得 － △132

当期変動額合計 － △132

当期末残高 △59,987 △60,120

株主資本合計   

前期末残高 1,373,747 1,154,949

当期変動額   

新株の発行 144,430 －

連結子会社の除外による利益剰余金の増減 207,011 △1,066

当期純損失（△） △570,238 △351,296

自己株式の取得 － △132

当期変動額合計 △218,797 △352,495

当期末残高 1,154,949 802,453
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △5,015 6,476

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,492 △8,432

当期変動額合計 11,492 △8,432

当期末残高 6,476 △1,955

為替換算調整勘定   

前期末残高 96,886 736

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △96,150 △1,788

当期変動額合計 △96,150 △1,788

当期末残高 736 △1,052

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 91,871 7,213

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △84,658 △10,221

当期変動額合計 △84,658 △10,221

当期末残高 7,213 △3,008

純資産合計   

前期末残高 1,465,618 1,162,162

当期変動額   

新株の発行 144,430 －

連結子会社の除外による利益剰余金の増減 207,011 △1,066

当期純損失（△） △570,238 △351,296

自己株式の取得 － △132

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △84,658 △10,221

当期変動額合計 △303,455 △362,717

当期末残高 1,162,162 799,445
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △570,814 △348,506

減価償却費 75,887 20,326

減損損失 135,638 95,720

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,547 565

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） 4,200 △4,200

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,861 △12,784

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △16,281 △18,948

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,439 3,035

受取利息及び受取配当金 △3,410 △615

支払利息 9,619 6,453

投資有価証券評価損益（△は益） 199,999 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △6,381

固定資産除却損 55 －

社債発行費 2,529 －

売上債権の増減額（△は増加） 46,144 393,114

たな卸資産の増減額（△は増加） 43,503 △53,319

仕入債務の増減額（△は減少） 73,715 △37,318

その他 △3,521 41,875

小計 3,393 79,017

利息及び配当金の受取額 6,685 610

利息の支払額 △6,893 △6,755

法人税等の支払額 △7,409 △4,580

法人税等の還付額 3,381 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △841 68,291

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △10,401 －

定期預金の払戻による収入 72,009 33,134

有形固定資産の取得による支出 △22,112 △7,011

有形固定資産の売却による収入 － 21,722

無形固定資産の取得による支出 △25,219 －

投資有価証券の取得による支出 △1,827 △1,853

投資有価証券の売却による収入 － 40,205

貸付けによる支出 △50,000 －

貸付金の回収による収入 50,000 －

敷金及び保証金の差入による支出 △715 △3,046

敷金及び保証金の回収による収入 － 10,116

その他 － 52

投資活動によるキャッシュ・フロー 11,732 93,319

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） △9,215 △14,644

長期借入金の返済による支出 △164,594 △66,760

社債の発行による収入 97,470 －

社債の償還による支出 △150,300 △217,181

株式の発行による収入 144,430 －
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式の取得による支出 － △132

財務活動によるキャッシュ・フロー △82,209 △298,719

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △456

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △71,318 △137,564

現金及び現金同等物の期首残高 714,819 621,252

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △22,248 △794

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  621,252 ※1  482,892
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数     ３社 

    主要な連結子会社の名称等 

  株式会社多摩川電子 

  株式会社韓国多摩川電子 

   バイオエナジー・リソーシス株式会社

    バイオエナジー・リソーシス株式会

社については、当連結会計年度におい

て新たに設立したため、連結の範囲に

含めております。 

      アプライト・テクノロジーズ社及び

その子会社５社については、当連結会

計年度において会社解散手続きを行っ

ており、かつ有効な支配従属関係が認

められないと判断したため、連結の範

囲から除外しております。 

（1）連結子会社の数     ３社 

    主要な連結子会社の名称等 

  株式会社多摩川電子 

   バイオエナジー・リソーシス株式会社

   PT. Indonesia Biomass Resources 

    PT. Indonesia Biomass Resources

については、当連結会計年度において

新たに設立したため、連結の範囲に含

めております。 

 株式会社韓国多摩川電子については

当連結会計年度において清算したた

め、連結の範囲から除外しておりま

す。 

  

  （2）主要な非連結子会社の名称等 

   該当事項はありません。 

（2）主要な非連結子会社の名称等 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち株式会社多摩川電子及

びバイオエナジー・リソーシス株式会社の

事業年度の末日は、連結会計年度と一致し

ておりますが、株式会社韓国多摩川電子の

事業年度の末日は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち株式会社多摩川電子及

びバイオエナジー・リソーシス株式会社の

事業年度の末日は、連結会計年度と一致し

ておりますが、PT. Indonesia Biomass 

Resourcesの事業年度の末日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使用し、連

結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの  

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

① 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの  

同左 

  ・時価のないもの 

移動平均法による原価法 

・時価のないもの 

同左 

   ② たな卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿

価切下げの方法)によっております。 

② たな卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下による簿

価切下げの方法)によっております。 

  ・製品 

移動平均法による原価法 

・製品 

         同左 

  ・仕掛品 

個別法による原価法 

・仕掛品 

                 同左 

  ・原材料 

移動平均法による原価法 

・原材料 

         同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を、在

外連結子会社は定額法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）は定額法によって

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 建物……………20年～38年 

 機械及び装置…８年～10年 

 工具器具及び備品…５年～10年 

同左 

   ② 無形固定資産 

 定額法 

なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウ

ェアについては５年間で均等償却をおこな

っております。 

② 無形固定資産 

 定額法 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

 (1）貸倒引当金       

 債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。  

(1）貸倒引当金       

同左 

  

  (2）関係会社整理損失引当金 

 関係会社の整理により将来負担すること

となる損失に備えるため、当該損失見込額

を計上しております。  

(2）       ――――― 

  (3）賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社の従業員の賞与

支給に備えるため、賞与支給見込額のうち

当連結会計年度に負担すべき額を計上して

おります。 

(3）賞与引当金 

同左 

  

  (4）訴訟損失引当金 

 係争中の訴訟に関連する損失にそなえる

ため、その損失見込額を計上しておりま

す。  

(4）     ――――― 

  (5）退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社の従業員の退職

給付に備えるため、当連結会計年度におけ

る退職給付債務額を計上しております。 

(5）退職給付引当金 

同左  

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末

日の直物為替相場により円貨に換算し換算

差額は損益として処理しております。 

 また、連結決算に当たり在外子会社の資

産及び負債については、在外子会社等の決

算日の直物為替相場により、収益及び費用

については、期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部の為替換算調

整勘定に含めております。  

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(5）のれんの償却方法及び

償却期間 

―――――  のれんについては効果の発現が見込まれ

る期間にわたって均等償却しております。

(6）連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

―――――  手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなります。 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

――――― 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれんについては効果の発現が見込まれ

る期間にわたって均等償却しております。

――――― 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなります。  

――――― 

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用）  

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。   
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【表示方法の変更】

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

――――― （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで流動負債の「その他」に含めて表示

しておりました「前受金」は、当連結会計年度において、

負債及び純資産の合計額の100分の５を超えたため区分掲

記しております。 

 なお、前連結会計年度末の「前受金」は8,753千円であ

ります。 

（連結損益計算書） 

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣

府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純損

失」の科目で表示しております。   

【追加情報】

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────  当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 

- 40 -



  

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供されている資産 

※１．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供されている資産 

建物 62,054千円 

土地 123,795千円 

投資有価証券 3,430千円

計 189,279千円 

商品及び製品 66,661千円 

建物 93,564千円 

土地 105,584千円 

投資有価証券 15,800千円

計 281,609千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

長期借入金 

(１年内返済予定長期

借入金を含む) 

83,660千円 

計 83,660千円 

短期借入金 185,950千円 

長期借入金 

(１年内返済予定長期

借入金を含む) 

16,900千円 

計 202,850千円 

２．偶発債務 

有限会社古谷工務店が締結している割賦契約残高 

55,251千円について連帯保証人となっております。

２．偶発債務 

有限会社古谷工務店が締結している割賦契約残高 

千円について連帯保証人となっております。28,315

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．棚卸資産の評価減 

 仕掛品及び製品のうち受注金額を超過したものに

ついては売却可能額まで評価替えを実施し、売上原

価に算入しております。 

評価損計上額 千円48,697

※１．棚卸資産の評価減 

 仕掛品及び製品のうち受注金額を超過したものに

ついては売却可能額まで評価替えを実施し、売上原

価に算入しております。 

評価損計上額 千円15,733

※２．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用の

おおよその割合は、  ％であり、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は、  ％でありま

す。 

主要費目及び金額は次のとおりであります。 

17.1

82.9

※２．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用の

おおよその割合は、  ％であり、一般管理費に

属する費用のおおよその割合は、  ％でありま

す。 

主要費目及び金額は次のとおりであります。 

16.8

83.2

給料・賞与 256,307千円 

賞与引当金繰入額 3,912千円 

支払手数料 84,846千円 

減価償却費 18,291千円 

研究開発費 111,142千円 

給料・賞与 233,569千円 

賞与引当金繰入額 2,874千円 

支払手数料 102,783千円 

研究開発費 78,472千円 

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

  111,142千円 

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

  78,472千円 

 ４．       ――――― ※４．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

工具、器具及び備品 1,977千円 

※５．固定資産除売却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 55千円 

 ５．        ――――― 

- 41 -



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※６．減損損失 

      当連結会計年度において、以下の資産について減損

損失を計上しました。 

   （グルーピングの方法） 

    当社及び連結子会社は事業の種類別セグメントに

準じた管理会計上の区分により資産のグルーピング

を行っております。 

   （経緯） 

    当社グループの電子・通信用機器事業は予想しえ

ない公共投資の削減に伴う大幅な受注減により２連

結会計年度にわたる営業損失を計上しており、営業

キャッシュ・フローもマイナスを示しております。

したがって減損の兆候を有していると判断し、帳簿

価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損

失( 千円)として特別損失に計上しました。 

    なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額または使用価値により測定しております。正味売

却価額は、土地については固定資産税評価額等を基

に算定した金額により、その他の固定資産について

は取引事例等を勘案した合理的な見積りにより評価

しております。また、使用価値は、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割り引いております。  

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

本社及び工場
(神奈川県綾瀬
市) 

電子・通信

用機器事業

に関わる資

産  

土地、建物、

工具機器備品

及び機械装置

等 

 135,638

135,638

※６．減損損失 

      当連結会計年度において、以下の資産について減損

損失を計上しました。 

   （グルーピングの方法） 

    当社及び連結子会社はセグメントに準じた管理会

計上の区分により資産のグルーピングを行っており

ます。 

   （経緯） 

    当社グループの電子・通信用機器事業は前連結会

計年度に引き続き営業損失を計上しております。し

たがって減損の兆候を有していると判断し、帳簿価

額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失

( 千円)として特別損失に計上しました。 

    なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額または使用価値により測定しております。正味売

却価額は、土地及び建物については固定資産税評価

額等を基に算定した金額により、その他の固定資産

については取引事例等を勘案した合理的な見積りに

より評価しております。また、使用価値は、将来キ

ャッシュ・フローを５％で割り引いております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

本社及び工場
(神奈川県綾瀬
市) 

電子・通信

用機器事業

に関わる資

産  

土地、建物、

工具機器備品

及び機械装置

等 

 95,720

95,720

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 △654,896千円

少数株主に係る包括利益 － 

計 △654,896  

その他有価証券評価差額金 11,492千円

為替換算調整勘定 △96,150 

計 △84,658 
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式の株式数の増加1,313,000株は、平成22年２月16日付 第三者割当増資による増加分であり

ます。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加820株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  5,461,000  1,313,000  －  6,774,000

合計  5,461,000  1,313,000  －  6,774,000

自己株式         

普通株式  201,648  －  －  201,648

合計  201,648  －  －  201,648

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  6,774,000  －  －  6,774,000

合計  6,774,000  －  －  6,774,000

自己株式         

普通株式  201,648  820  －  202,468

合計  201,648  820  －  202,468
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係（平成22年３月

31日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係（平成23年３月

31日現在） 

現金及び預金勘定 664,788 千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △43,535 千円

現金及び現金同等物 621,252 千円

  

現金及び預金勘定 493,308 千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10,415 千円

現金及び現金同等物 482,892 千円

  

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

 連結財務諸表規則第15条の３の規定により、重要性が

乏しいため、記載しておりません。 

同左 
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 前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しておりま

す。 

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組指針 

当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一

時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。ま

たデリバティブ取引の利用もなく、投機的な取引は行わない方針であります。 

  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動に晒されております。これについ

ては時価や発行体の財務状況を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

借入金及び社債は、設備投資に係る資金調達や短期的な運転資金を目的としたものであり、償還日は最長で決算

日後２年６ヶ月であります。 

  

２．金融商品の時価等に係る情報 

  (※1)長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

  

(注)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 資産 

 (1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金  

 これらは短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっており

ます。 

 (3）投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債権は取引所の価格又は取引金融機関等から提示さ

れた価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」

をご参照下さい。 

 (4）長期貸付金 

 長期貸付金の時価の算定は、一定期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来キャッシ

ュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割引いた現在価値で算定しておりま

す。また、貸倒懸念債権については、同様の割引率による見積キャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及

び保証による回収見込金額等により、時価を算定しております。  

（金融商品関係）

  連結貸借対照表計上額 時価(千円) 差額(千円) 

 (1)現金及び預金  664,788  664,788     －

 (2)受取手形及び売掛金  914,994  914,994  －

 (3)投資有価証券  69,392      69,392  －

 (4)長期貸付金  161,770   

     貸倒引当金(※1)  △161,770    

   －  －  －

資産計  1,649,174  1,649,174      －

 (1)支払手形及び買掛金  442,818     442,818     －

 (2)短期借入金   200,000    200,000    －

 (3)１年以内返済予定の長期借入金  66,480  66,064    △416

 (4)１年以内償還予定の社債  166,200    166,200  －

 (5)社債  49,900     49,900  －

 (6)長期借入金  17,180  16,593  △587

負債計  942,578  941,575  △1,002
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 負債 

 (1）支払手形及び買掛金、(2）短期借入金 

 これらは短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

 (3）１年以内返済予定の長期借入金、(6）長期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により

算定しております。 

 (4）１年以内償還予定の社債、(5）社債 

 これらの時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割引いた現在価値によ

り算定しております。  

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

    該当事項はありません 

  

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

   

  
１年以内
  (千円）  

１年超
５年以内  
 (千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超
 (千円）  

現金及び預金  664,788  －  －  －

受取手形及び売掛金  914,994  －  －  －

投資有価証券         

その他有価証券のうち満期

があるもの 
       

(1) 債券  －  30,760  －  －

合計  1,579,782  30,760  －  －
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 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組指針 

当社グループは、設備投資計画等に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しております。一

時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。ま

たデリバティブ取引の利用もなく、投機的な取引は行わない方針であります。 

  

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。 

投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動に晒されております。これについ

ては時価や発行体の財務状況を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

借入金は、設備投資に係る資金調達や短期的な運転資金を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後６ヶ

月であります。 

  

２．金融商品の時価等に係る情報 

   

  

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 

 (1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金  

 これらは短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によって

おります。 

 (3）投資有価証券 

 これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示さ

れた価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」

をご参照下さい。 

  

 負債 

 (1）支払手形及び買掛金、(2）前受金、(3)短期借入金、(4)1年以内返済予定の長期借入金 

 これらは短期間で決済するものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

    該当事項はありません。 

  

  連結貸借対照表計上額 時価(千円) 差額(千円) 

 (1)現金及び預金  493,308  493,308     －

 (2)受取手形及び売掛金  663,135  663,135  －

 (3)投資有価証券  23,146      23,146  －

資産計  1,179,589  1,179,589      －

 (1)支払手形及び買掛金  429,802     429,802     －

 (2)前受金   150,009  150,009  －

 (3)短期借入金   185,950    185,950    －

 (4)１年以内返済予定の長期借入金  16,900  16,900    －

負債計  782,662  782,662  －
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

  
１年以内
  (千円）  

１年超
５年以内  
 (千円） 

５年超 
10年以内 
 (千円）  

10年超
 (千円）  

現金及び預金  493,308  －  －  －

受取手形及び売掛金  663,135  －  －  －

投資有価証券         

その他有価証券のうち満期

があるもの 
       

(1) 債券  －  －  －  －

合計  1,156,443  －  －  －
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前連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．その他有価証券 

  

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

３．時価評価されていない有価証券 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の予定額 

  

５．減損処理を行った有価証券 

 当連結会計年度において、その他有価証券について199,999千円減損処理を行っております。 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得価格に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行

い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っておりま

す。 

  

（有価証券関係）

  種類 
連結貸借対照表計上

額（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式  28,548  22,413  6,135

(2）債券  30,760  21,840  8,920

小計  59,308  44,253  15,055

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式  10,083  12,640  △2,556

(2）債券  －  －  －

小計  10,083  12,640  △2,556

合計  69,392  56,893  12,498

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

 －  －  －

  連結貸借対照表計上額（千円） 

  その他有価証券   

匿名組合出資金   0

  
１年以内 

（千円） 

１年超５年以内

（千円） 

５年超10年以内

（千円） 
10年超（千円） 

１．債券         

(1）その他  －  30,760  －  －

合計  －  30,760  －  －
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当連結会計年度（平成23年３月31日） 

１．その他有価証券 

  

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券 

     

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

   

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、退職一時金制度を採用しており、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込み額に基づき退職給付引当金を計上しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

  該当事項はありません。 

  種類 
連結貸借対照表計上

額（千円） 
取得原価（千円） 差額（千円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式  10,477  10,029  447

(2）債券  －  －  －

小計  10,477  10,029  447

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式  12,669  14,893  △2,224

(2）債券  －  －  －

小計  12,669  14,893  △2,224

合計  23,146  24,923  △1,776

種類  売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

(1）株式  13,025  1,711  669

(2）債券 

 ①その他  27,179  5,339  －

合計  40,205  7,050  669

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

  
前連結会計年度

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

退職給付債務（千円）  79,844  82,880

  
前連結会計年度

（平成22年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成23年３月31日） 

退職給付費用の額（千円）  10,892  17,592

（ストック・オプション等関係）

- 50 -



  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。   

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。   

当連結会計年度末（平成23年３月31日） 

 当社グループは、電子・通信用機器事業で使用している土地の不動産賃貸契約に基づき、退去時における原状

回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定

もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。 

 そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。 

   

該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（単位：千円）

繰延税金資産   

賞与引当金繰入限度超過額 13,219

退職給付引当金損金算入限度超過額 33,042

投資有価証券評価損否認 94,940

貸倒引当金繰入超過額 2,664

棚卸資産評価損否認額 19,693

減損損失 335,406

繰越欠損金 354,465

その他 26,470

繰延税金資産計 879,900

評価性引当額 △879,900

繰延税金資産の合計 －

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △6,022

繰延税金負債の合計 △6,022

繰延税金資産（△負債）の純額 △6,022

（単位：千円）

繰延税金資産   

退職給付引当金損金算入限度超過額 33,483

投資有価証券評価損否認 82,389

貸倒引当金繰入超過額 5,589

棚卸資産評価損否認額 6,521

減損損失 64,296

繰越欠損金 763,487

その他 2,378

繰延税金資産計 958,146

評価性引当額 △958,146

繰延税金資産の合計 －

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △179

繰延税金負債の合計 △179

繰延税金資産（△負債）の純額 △179

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税金等調整前当期純損失が計

上されているため記載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

同左 

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

     事業は、製品の種類・用途により区分しております。 

２．資産のうち、「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は359,173千円であり、その主なも

のは、親会社での現金及び預金であります。 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
電子・通信用
機器事業 
（千円） 

レーザー機器
事業 

（千円） 

その他事業
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  2,709,129  89,550  4,670  2,803,350  －  2,803,350

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 86,974  －  372,000  458,974  △458,974  －

計  2,796,103  89,550  376,670  3,262,324  △458,974  2,803,350

営業費用  3,087,829  87,898  313,594  3,489,322  △458,974  3,030,348

営業利益または営業損失（△）  △291,724  1,651  63,076  △226,997  －  △226,997

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
            

資産  1,596,539  －  385,060  1,981,599  359,173  2,340,772

減価償却費  58,481  －  17,405  75,887  －  75,887

減損損失  34,580  －  101,057  135,638  －  135,638

資本的支出  43,597  －  3,734  47,331  －  47,331

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社多摩川ホールディングス）、子会社３社により構

成されており、無線機器、計測器、情報機器、産業機械の製造・販売を主たる業務とした「電子・通信用機器事

業」、バイオマスエネルギー供給を主たる業務とした「バイオマスエネルギー供給事業」の事業活動を展開してお

ります。 

したがって、当社は、「電子・通信用機器事業」及び「バイオマスエネルギー供給事業」を報告セグメントとし

ております。 

「電子・通信用機器事業」は、通信機器及び部品並びに電子応用機器等を生産しております。「バイオマスエネ

ルギー供給事業」は、バイオマス燃料の販売及びバイオマスボイラーの設置・燃料の安定供給を行っております。

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）  

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子会社に対する経営指導等を行っ

ております。 

   ２．セグメント資産の調整額359,173千円は主に親会社の現金及び預金であります。 

   ３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
調整額 
（注）２ 

連結財務諸表
計上額 
（注）３ 

電子・通信用
機器事業 

レーザー
機器事業 

計

売上高               

外部顧客への

売上高 
 2,709,129  89,550  2,798,679  4,670  2,803,350 －    2,803,350

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

 86,974 －  86,974  372,000  458,974  △458,974 － 

計  2,796,103  89,550  2,885,653  376,670  3,262,324  △458,974    2,803,350

セグメント利益 

又は損失（△） 
 △291,724  1,651  △290,073  63,076  △226,997 －    △226,997

セグメント資産  1,596,539 －  1,596,539  385,060  1,981,599  359,173    2,340,772

その他の項目     

減価償却費  58,481 －  58,481  17,405  75,887 －    75,887

減損損失  34,580 －  34,580  101,057  135,638 －    135,638

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

 43,597 －  43,597  3,734  47,331 －    47,331
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、子会社に対する経営指導等を行っ

ております。   

   ２．（１）セグメント利益又は損益（△）の調整額2,847千円は主に減価償却費の調整額であります。 

     （２）セグメント資産の調整額△45,994千円は、セグメント間の取引消去△120,282千円及び各報告セグメン

トに配分していない親会社の現金及び預金74,288千円であります。 

     （３）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△226,250千円はセグメント間取引消去であります。 

   ３．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

   ２．地域ごとの情報 

   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

  （単位：千円）

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計
調整額 
（注）２  

連結財務諸表
計上額 電子・通信用

機器事業 

バイオマス
エネルギー
供給事業 

計

売上高               

外部顧客への

売上高 
 2,389,519  250,040  2,639,559 －  2,639,559 －    2,639,559

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

－ － －  260,600  260,600  △260,600 － 

計  2,389,519  250,040  2,639,559  260,600  2,900,159  △260,600    2,639,559

セグメント利益 

又は損失（△） 
 △236,015  △47,268  △283,284  △5,834  △289,118  2,847    △286,270

セグメント資産  1,458,087  296,421  1,754,509  57,951  1,812,460  △45,994    1,766,466

その他の項目     

減価償却費  14,147  366  14,514  7,520  22,035  △1,708    20,326

減損損失   47,458 －  47,458  48,261  95,720 －    95,720

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額 

 231,937  870  232,807  430  233,237  △226,250    6,987

【関連情報】

（単位：千円） 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

富士通株式会社  336,438 電子・通信用機器事業 

パナソニックモバイルコミュニケー
ションズ株式会社  272,348 電子・通信用機器事業 
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

                                       

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 
 該当事項はありません。  

当連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 
 該当事項はありません。  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び

「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を適用し

ております。    

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 該当事項はありません。 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

  該当事項はありません。 

(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

 該当事項はありません。 

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

 該当事項はありません。 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

   該当事項はありません。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1）親会社情報 

  該当事項はありません。 

(2）重要な関連会社の要約財務情報 

  該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 該当事項はありません。 

(イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等 

  該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

【関連当事者情報】
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(ウ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等 

 該当事項はありません。 

  

(エ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

 該当事項はありません。 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

   該当事項はありません。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

(1）親会社情報 

  該当事項はありません。 

(2）重要な関連会社の要約財務情報 

  該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。  

 （注） １株当たり当期純利益（損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（開示対象特別目的会社関係）

（１株当たり情報）

項目 
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日  
至 平成22年３月31日)  

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日  
至 平成23年３月31日)  

１株当たり純資産額   円   銭 176 83   円   銭 121 65

１株当たり当期純利益（△損失）   円   銭 △105 26   円   銭 △53 45

  

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在していないため記載して

おりません。  

             同左 

  
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（△損失）（千円）  △570,238  △351,296

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（△損

失）（千円） 
 △570,238  △351,296

普通株式の期中平均株式数（株）  5,417,631  6,572,161

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

────── ────── 
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（重要な後発事象）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結子会社株式会社韓国多摩川電子の清算方針の決

議について  

 当社は平成22年６月11日開催の取締役会において、当

社の連結子会社である株式会社韓国多摩川電子につい

て、清算する方針を決議いたしました。 

(１)清算の理由 

  株式会社韓国多摩川電子は、韓国の現地法人であ 

り、主に価格の優位性に加え、品質、納期等の管理を

徹底して行うことにより、日本国内での顧客ニーズに

応えていくため設立致しました。 

 しかしながら、現状は、日本及び韓国間の価格の優

位性がなくなりつつあり、韓国に現地法人が存在する

理由が薄れつつあるため清算をする方針を決議致しま

した。 

(２)会社概要 

  名  称：株式会社韓国多摩川電子 

       (英文名：TME KOREA CO.,LTD.)  

  事業内容：電子通信機器輸出入及び製造販売 

  持分比率：100％子会社 

(３)清算時期 

  平成22年８月事業停止及び清算決議予定 

(４)清算による影響 

  株式会社韓国多摩川電子の取引先は親会社である株

式会社多摩川電子が引き継ぎ、連結業績及び営業活動

等に与える重要な影響はありません。 

  

２．連結子会社PT. Indonesia Biomass Resourcesの設立

決議について  

 当社は、平成22年６月11日開催の取締役会において、

当社99％出資の連結子会社をインドネシアに設立するこ

とを決議いたしました。 

(１)設立の目的 

  バイオマス燃料の集積貯留基地の運営、ならびに日

本への輸出、海外及びインドネシア国内市場への販売

事業開始を目的といたします。 

(２)設立会社の概要 

  商  号：PT. Indonesia Biomass Resources 

    代 表 者：Paulus L. Kesuma 

    所 在 地：インドネシア(ジャカルタ) 

  設立年月：平成22年６月予定 

  資 本 金：2,500万円(約25億3,348万ルピア) 

  出資比率：当社99％ 

       バイオエナジー・リソーシス株式会社 

       １％  

――――― 
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 （注）（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

  

 （注）平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

該当事項はありません。  

  

当連結会計年度における四半期情報 

  

⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 利率（％） 担保 償還期限

    平成年月日          平成年月日 

㈱多摩川ホール

ディングス 

第２回無担保社債 

（注） 
19.10.31 

33,200

(33,200)

－

    
 1.27 なし     －

㈱多摩川ホール

ディングス  

 第３回無担保社債 

（注） 
20.２.29 

99,600

(99,600)

－

    
 1.10 なし  －

㈱多摩川ホール

ディングス  

 第４回無担保社債 

（注） 
21.９.30 

 

83,300

(33,400)  

－

    
 0.88 なし  －

合計  －  －
216,100

(166,200)

－

    
 －  －  －

【借入金等明細表】

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限

短期借入金  200,000  185,950  1.42  －

１年以内に返済予定の長期借入金  66,480  16,900  1.75  －

１年以内に返済予定のリース債務  －  －  － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  17,180  －  －  －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  －  －  － －

その他有利子負債  －  －  －  －

合計  283,660  202,850  －  －

【資産除去債務明細表】

（２）【その他】

  

第１四半期 

自平成22年４月１日 

至平成22年６月30日 

第２四半期 

自平成22年７月１日 

至平成22年９月30日 

第３四半期 

自平成22年10月１日 

至平成22年12月31日 

第４四半期 

自平成23年１月１日

至平成23年３月31日

売上高（千円）  580,509  583,997  743,597  731,454

税金等調整前四半期純利益

金額（△損失）（千円） 
 △95,184  △167,799  △23,137  △62,384

四半期純利益金額 

（△損失）（千円） 
 △96,321  △168,846  △24,365  △61,762

１株当たり四半期純利益金

額（△損失）（円） 
 △14.66  △25.69  △3.71  △9.40
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 359,173 74,288

売掛金 ※2  56,700 ※2  18,480

前払費用 4,860 1,775

未収入金 2,173 5,902

関係会社短期貸付金 96,000 －

その他 3,734 942

流動資産合計 522,641 101,388

固定資産   

有形固定資産   

建物 476,551 5,492

減価償却累計額 △345,107 △5,492

建物（純額） ※1  131,443 0

構築物 2,847 －

減価償却累計額 △2,739 －

構築物（純額） 107 －

工具、器具及び備品 37,090 626

減価償却累計額 △34,731 △626

工具、器具及び備品（純額） 2,359 0

土地 ※1  125,694 868

有形固定資産合計 259,604 868

無形固定資産   

借地権 13,333 －

ソフトウエア 716 0

水道施設利用権 443 －

無形固定資産合計 14,493 0

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  69,392 ※1  23,146

関係会社株式 1,125,000 1,635,250

長期貸付金 161,770 －

関係会社長期貸付金 156,000 50,000

その他 28,866 20,671

投資損失引当金 － △50,000

貸倒引当金 △171,595 △63,835

投資その他の資産合計 1,369,433 1,615,233

固定資産合計 1,643,531 1,616,101

資産合計 2,166,173 1,717,489
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 200,000 ※1  100,000

関係会社短期借入金 － 70,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  66,480 16,900

1年内償還予定の社債 166,200 －

未払金 10,439 9,797

未払費用 5,973 4,286

未払法人税等 6,029 4,515

預り金 2,266 1,304

賞与引当金 2,463 887

関係会社整理損失引当金 22,393 －

その他 － 2,976

流動負債合計 482,245 210,668

固定負債   

社債 49,900 －

長期借入金 ※1  17,180 －

退職給付引当金 4,636 4,582

繰延税金負債 6,022 179

固定負債合計 77,738 4,761

負債合計 559,984 215,429

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,101,628 1,101,628

資本剰余金   

資本準備金 1,096,019 1,096,019

資本剰余金合計 1,096,019 1,096,019

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △537,947 △633,510

利益剰余金合計 △537,947 △633,510

自己株式 △59,987 △60,120

株主資本合計 1,599,712 1,504,015

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6,476 △1,955

評価・換算差額等合計 6,476 △1,955

純資産合計 1,606,188 1,502,059

負債純資産合計 2,166,173 1,717,489
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

商品売上高 89,625 －

経営指導料 － ※4  218,100

その他 ※4  372,000 ※4  42,500

売上高合計 461,625 260,600

売上原価   

商品売上原価   

当期商品仕入高 76,698 －

合計 76,698 －

商品売上原価 76,698 －

売上原価合計 76,698 －

売上総利益 384,926 260,600

販売費及び一般管理費 ※1  319,046 ※1  266,434

営業利益又は営業損失（△） 65,879 △5,834

営業外収益   

受取利息 ※4  6,708 ※4  4,809

受取配当金 465 489

その他 4,579 1,612

営業外収益合計 11,753 6,911

営業外費用   

支払利息 8,755 7,249

社債発行費 2,529 －

その他 353 2,197

営業外費用合計 11,638 9,446

経常利益又は経常損失（△） 65,995 △8,369

特別利益   

固定資産売却益 － ※2, ※4  28,848

投資有価証券売却益 － 7,050

関係会社整理損失引当金戻入額 － 18,948

その他 40 9,434

特別利益合計 40 64,282

特別損失   

固定資産除却損 ※3  26 －

投資有価証券評価損 199,999 －

減損損失 ※5  101,057 ※5  48,261

貸倒引当金繰入額 6,587 50,000

投資損失引当金繰入額 － 50,000

その他 － 1,314

特別損失合計 307,672 149,576

税引前当期純損失（△） △241,637 △93,663

法人税、住民税及び事業税 1,900 1,900

法人税等還付税額 △1,413 －

法人税等合計 487 1,900

当期純損失（△） △242,123 △95,563
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,029,413 1,101,628

当期変動額   

新株の発行 72,215 －

当期変動額合計 72,215 －

当期末残高 1,101,628 1,101,628

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,023,804 1,096,019

当期変動額   

新株の発行 72,215 －

当期変動額合計 72,215 －

当期末残高 1,096,019 1,096,019

資本剰余金合計   

前期末残高 1,023,804 1,096,019

当期変動額   

新株の発行 72,215 －

当期変動額合計 72,215 －

当期末残高 1,096,019 1,096,019

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △295,823 △537,947

当期変動額   

当期純損失（△） △242,123 △95,563

当期変動額合計 △242,123 △95,563

当期末残高 △537,947 △633,510

利益剰余金合計   

前期末残高 △295,823 △537,947

当期変動額   

当期純損失（△） △242,123 △95,563

当期変動額合計 △242,123 △95,563

当期末残高 △537,947 △633,510

自己株式   

前期末残高 △59,987 △59,987

当期変動額   

自己株式の取得 － △132

当期変動額合計 － △132

当期末残高 △59,987 △60,120
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 1,697,405 1,599,712

当期変動額   

新株の発行 144,430 －

当期純損失（△） △242,123 △95,563

自己株式の取得 － △132

当期変動額合計 △97,693 △95,696

当期末残高 1,599,712 1,504,015

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △5,015 6,476

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,492 △8,432

当期変動額合計 11,492 △8,432

当期末残高 6,476 △1,955

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △5,015 6,476

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,492 △8,432

当期変動額合計 11,492 △8,432

当期末残高 6,476 △1,955

純資産合計   

前期末残高 1,692,390 1,606,188

当期変動額   

新株の発行 144,430 －

当期純損失（△） △242,123 △95,563

自己株式の取得 － △132

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11,492 △8,432

当期変動額合計 △86,201 △104,128

当期末残高 1,606,188 1,502,059
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【重要な会計方針】

項目 
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法  

子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

  その他有価証券 

(1）時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定) 

その他有価証券 

(1）時価のあるもの 

同左 

  (2）時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2）時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産……定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物……………20年～38年 

機械及び装置…８年～10年 

工具器具及び備品…５年～10年 

有形固定資産……定率法 

同左 

  無形固定資産……定額法 

なお、主な耐用年数は自社利用のソフ

トウェアについては５年間で均等償却

をおこなっております。 

無形固定資産……定額法 

同左 

 ３．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

支出時に全額費用としております。 

(1）     __________ 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

５．引当金の計上基準  (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  （2)           

__________  

(2)投資損失引当金 

子会社株式の実質価額低下による損失

に備えるため、子会社の財政状態等を

勘案の上、必要と認められる額を計上

しております。 

   (3）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

   (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、自己

都合退職による期末要支給額を計上し

ております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

   (5）関係会社整理損失引当金 

  関係会社の整理により将来負担するこ

ととなる損失に備えるため、当該損失

見込額を計上しております。  

(5） 

__________ 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

【会計方針の変更】

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

――――― (資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はありません。  
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【表示方法の変更】

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

 ──────  （損益計算書） 

 前期まで売上高の「その他」に含めて表示しておりま

した「経営指導料」は、当期より売上高全体に占める割

合に重要性が増したため区分掲記しております。 

 なお、前期における「経営指導料」の金額は312,000千

円であります。  

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

※１．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供されている資産 

※１．担保に供されている資産及びこれに対応する債務 

(1）担保に供されている資産 

建物 62,054千円 

土地 123,795千円 

投資有価証券 3,430千円

計 189,279千円 

投資有価証券 15,800千円

計 15,800千円 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

長期借入金 

(１年内返済予定長期

借入金を含む) 

83,660千円 

計 83,660千円 

短期借入金 100,000千円 

計 100,000千円 

※２．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 

※２．関係会社項目 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。 

売掛金 56,700千円 売掛金 18,480千円 

３．偶発債務 

有限会社古谷工務店が締結している割賦契約残高 

55,251千円について連帯保証人となっております。

３．偶発債務 

有限会社古谷工務店が締結している割賦契約残高 

千円について連帯保証人となっております。28,315
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（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用の

おおよその割合は、  ％であり、一般管理費に属

する費用のおおよその割合は、  ％でありま
す。 

主要費目及び金額は次のとおりであります。 

0.7

99.3

※１．販売費及び一般管理費のうち販売費に属する費用の

おおよその割合は、  ％であり、一般管理費に属

する費用のおおよその割合は、  ％でありま
す。 

主要費目及び金額は次のとおりであります。 

0.3

99.7

役員報酬 81,600千円 

給料・賞与 91,428千円 

賞与引当金繰入額 3,912千円 

退職給付費用 3,230千円 

支払手数料 67,660千円 

減価償却費 17,405千円 

役員報酬 53,145千円 

給料・賞与 70,900千円 

法定福利費  13,463千円

賞与引当金繰入額 1,774千円 

退職給付費用 481千円 

支払手数料 84,261千円 

減価償却費 7,520千円 

 ２.       ＿＿＿＿＿＿  ※２. 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

建物 7,715千円 

土地 21,133千円 

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。  ３．        ＿＿＿＿＿＿ 

工具器具及び備品   26千円 

合計   26千円 

  

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

関係会社への売上高 372,000千円 

関係会社からの受取利息 3,794千円 

関係会社への売上高 260,600千円 

関係会社からの受取利息 4,713千円 

関係会社との取引に係る固

定資産売却益 

27,968千円 

※５．減損損失 

      当事業年度において、以下の資産について減損損失

を計上しました。 

   （グルーピングの方法） 

    当社は事業の種類別セグメントに準じた管理会計

上の区分により資産のグルーピングを行っておりま

す。 

   （経緯） 

    当社の電子・通信用機器事業は予想しえない公共

投資の削減に伴う大幅な受注減により２事業年度に

わたる営業損失を計上しており、営業キャッシュ・

フローもマイナスを示しております。したがって減

損の兆候を有していると判断し、帳簿価額を回収可

能額まで減額し、当該減少額を減損損失( 千
円)として特別損失に計上しました。 

    なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額または使用価値により測定しております。正味売

却価額は、土地については固定資産税評価額等を基

に算定した金額により、その他の固定資産について

は取引事例等を勘案した合理的な見積りにより評価

しております。また、使用価値は、将来キャッシ

ュ・フローを５％で割り引いております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

本社(神奈川県
綾瀬市) 

電子・通信

用設備に係

る資産  

土地、建物及

び工具器具備

品 

 101,057

101,057

※５．減損損失 

      当事業年度において、以下の資産について減損損失

を計上しました。 

   （グルーピングの方法） 

    当社はセグメントに準じた管理会計上の区分によ

り資産のグルーピングを行っております。 

   （経緯） 

    当社の電子・通信用機器事業は前事業年度に引き

続き営業損失を計上しております。したがって減損

の兆候を有していると判断し、帳簿価額を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減損損失( 千円)
として特別損失に計上しました。 

    なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額または使用価値により測定しております。正味売

却価額は、土地及び建物については固定資産税評価

額等を基に算定した金額により、その他の固定資産

については取引事例等を勘案した合理的な見積りに

より評価しております。また、使用価値は、将来キ

ャッシュ・フローを５％で割り引いております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

本社(神奈川県
綾瀬市) 

電子・通信

用設備に係

る資産  

土地、建物及

び工具器具備

品 

 48,261

48,261
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加820株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。 

該当事項はありません。  

   

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

(追加情報) 

 当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)を適用しております。 

  

  子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式1,125,000千円）は、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式1,635,250千円）は、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  201,648  －  －  201,648

合計  201,648  －  －  201,648

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式  201,648  820  －  202,468

合計  201,648  820  －  202,468

（リース取引関係）

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

（単位：千円）

繰延税金資産   

賞与引当金繰入限度超過額 1,499

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,874

投資有価証券評価損否認 94,940

貸倒引当金繰入超過額 2,664

減損損失 40,867

関係会社株式評価損否認 244,985

繰越欠損金 189,366

その他 25,110

繰延税金資産計 601,305

評価性引当額 △601,305

繰延税金資産の合計 －

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △6,022

繰延税金負債の合計 △6,022

繰延税金資産（△負債）の純額 △6,022

（単位：千円）

繰延税金資産   

退職給付引当金損金算入限度超過額 1,851

投資有価証券評価損否認 82,389

貸倒引当金繰入超過額 25,789

投資損失引当金繰入超過額 20,200

減損損失 31,152

繰越欠損金 469,207

その他 358

繰延税金資産計 630,949

評価性引当額 △630,949

繰延税金資産の合計 －

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △179

繰延税金負債の合計 △179

繰延税金資産（△負債）の純額 △179

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異については、税引前当期純損失が計上され

ているため記載しておりません。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 同左 
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 （注） １株当たり当期純利益（損失）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

項目 
前事業年度

(自 平成21年４月１日  
至 平成22年３月31日)  

当事業年度 
(自 平成22年４月１日  
至 平成23年３月31日)  

１株当たり純資産額           円   銭 244 39           円   銭 228 57

１株当たり当期純利益（△損失）    △  円   銭 44 69    △  円   銭 14 54

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式が存

在していないため、記載しておりませ

ん。 

同左 

  
前事業年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（△損失）（千円）  △242,123  △95,563

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（△損

失）（千円） 
 △242,123  △95,563

普通株式の期中平均株式数（株）  5,417,631  6,572,161

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

 ──────   ──────  

（重要な後発事象）
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【株式】 

【債券】 

該当事項はありません。 

  

  (注)１．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。     

    ２．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

  

④【附属明細表】

【有価証券明細表】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

㈱東芝  25,742  10,477

日本無線㈱  44,164  9,981

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ   7,000  2,688

計  76,906  23,146

【有形固定資産等明細表】

資産の種類 前期末残高
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額
（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産               

建物  476,551 －
 

（ ）

471,059

20,041
5,492    5,492  6,795 0

構築物  2,847 －
 

（ ）

2,847

92
－  －  11 －

工具、器具及び備品  37,090  －
 

（ ）

36,463

2,789
626  626  533 0

土地  125,694 －
 

（ ）

124,826

20,109
868  －  － 868

有形固定資産計  642,183 －
 

（ ）

635,197

43,036
6,986  6,118  7,340 868

無形固定資産               

借地権  13,333 －
 

（ ）

13,333

3,830
－  －  － －

ソフトウエア  2,212 430
 

（ ）

965

965
1,675  1,675  180 0

水道施設利用権  3,474 －
 

（ ）

3,474

428
－  －  － －

無形固定資産計  19,019 430
 

（ ）

17,772

5,225
1,675  1,675  180 0

建物 減少額（千円） 本社  360,845 社員寮  76,781

工具、器具及び備品 減少額（千円） 本社  36,151 社員寮 －

土地 減少額（千円） 本社  50,116 社員寮  73,677
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 （注）当期減少額のうち、「その他」は戻入によるものであります。 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

ロ．売掛金 

相手先別内訳  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況  

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

【引当金明細表】

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高
（千円） 

投資損失引当金  －  50,000  －  －  50,000

貸倒引当金  171,595  50,565  158,325  －  63,835

賞与引当金  2,463  1,774  3,350  －  887

関係会社整理損失引当金  22,393  －  －  22,393  －

（２）【主な資産及び負債の内容】

区分 金額（千円） 

現金  －

預金の種類   

当座預金  63,082

普通預金  15

定期預金   10,415

別段預金  773

計  74,288

合計  74,288

相手先 金額（千円） 

株式会社多摩川電子   18,375

バイオエナジー・リソーシス株式会社   105

合計  18,480

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

× 100 
(A) ＋ (B)

(A) ＋ (D)

２ 

(B) 

365 

 56,700  273,630  311,850  18,480  94.4  50
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② 固定資産  

関係会社株式  

  

③ 流動負債  

短期借入金  

  
  

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

株式会社多摩川電子  1,585,000

バイオエナジー・リソーシス株式会社   50,000

PT. Indonesia Biomass Resources  250

合計  1,635,250

相手先 金額（千円） 

みずほ銀行  50,000

三菱東京ＵＦＪ銀行   50,000

合計  100,000

（３）【その他】
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

剰余金の配当の基準日 
３月３１日 

９月３０日 

１単元の株式数 1,000株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 

（特別口座）  

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号  

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 

（特別口座）  

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 ――――― 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ

を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL http://www.tmex.co.jp 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度（第42期）（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）平成22年６月29日関東財務局長に提出 

  

(2）内部統制報告書及びその添付書類 

平成22年６月29日関東財務局長に提出 

  

(3）四半期報告書及び確認書 

（第43期第１四半期）（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日）平成22年８月12日関東財務局長に提出 

（第43期第２四半期）（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日）平成22年11月15日関東財務局長に提出 

（第43期第３四半期）（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）平成23年２月14日関東財務局長に提出 

  

(4）臨時報告書 

平成22年６月30日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時報

告書であります。 

平成22年８月20日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の解散決議）に基づく臨時報告書であります。

平成22年８月20日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。 

平成22年11月15日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。 

平成23年５月13日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。 

平成23年５月25日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  

(5）四半期報告書の訂正報告書及び確認書 

平成23年６月29日関東財務局長に提出 

（第43期第３四半期）（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）の四半期報告書に係る訂正報告書及びそ

の確認書であります。 

  

第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

２【その他の参考情報】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成22年6月29日 

株式会社多摩川ホールディングス     

  取締役会 御中   

  ＫＤＡ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 毛利  優  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関本  享  印 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社多摩川ホールディングスの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社多摩川ホールディングス及び連結子会社の平成22年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

  （追記事項）  

 重要な後発事象には、①平成22年6月11日開催の取締役会において、連結子会社株式会社韓国多摩川電子の清算の方針

を決議した旨、及び②平成22年6月11日開催の取締役会において、連結子会社 PT.Indonesia Biomass Resources をイン

ドネシアに設立することを決議した旨の記載がある。 

   

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社多摩川ホールディング

スの平成22年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部

統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明

することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができな

い可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価

手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、株式会社多摩川ホールディングスが平成22年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

      平成23年6月29日 

株式会社多摩川ホールディングス     

  取締役会 御中   

  ＫＤＡ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 毛利  優  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関本  享  印 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社多摩川ホールディングスの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社多摩川ホールディングス及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

   

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第2項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社多摩川ホールディング

スの平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部

統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明

することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができな

い可能性がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価

手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでい

る。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、株式会社多摩川ホールディングスが平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成22年6月29日 

株式会社多摩川ホールディングス     

  取締役会 御中   

  ＫＤＡ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 毛利  優  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関本  享  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社多摩川ホールディングスの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第42期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

多摩川ホールディングスの平成22年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



独立監査人の監査報告書 

      平成23年6月29日 

株式会社多摩川ホールディングス     

  取締役会 御中   

  ＫＤＡ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 毛利  優  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 関本  享  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社多摩川ホールディングスの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第43期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

多摩川ホールディングスの平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注)１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


